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基本的な考
え方 

ガイドライ
ンの目的 

セルロースナノ ファイバー （以下 、
「CNF」という。）は、木材等のカーボ
ンニュートラルな植物由来の原料で、高
い比表面積と空孔率を有していることか
ら、軽量でありながら高い強度や弾性を
持つ素材として、様々な基盤素材への活
用が期待され、精力的な開発が進められ
ている。特に、高強度材料（自動車部品、
家電製品筐体）や高機能材料（住宅建材、
内装材）への活用は、軽量化や高効率化
などエネルギー消費を削減することか
ら、地球温暖化対策への多大なる貢献が
期待されている。 
また、これまで、国・民間で行われてき
た技術開発の蓄積により、CNF は素材
として実用段階に入り、CNF の物性を
活かした用途開発の取組が活発になりつ
つあるが、現時点で市場が未熟な CNF 
の普及には、様々な実証モデル事業を実
現させていくことが必要である。 
 その中で、環境省では、家電製品や住
宅建材に対して、セルロースナノファイ
バーへの適応並びに低炭素化を推進して
おり、「平成 28 年度セルロースナノフ
ァイバー性能評価モデル事業（早期社会
実装に向けた導入実証）委託業務」等の
実証モデル事業を実施している。 
 本ガイドラインは、上述したモデル事
業等での、CNF 素材を適用した家電部材
及び住宅建材（CNF 部材）ごとの温室効
果ガス排出削減効果を、LCA 観点から定
量的に、事業者自らが評価する際に活用
できるよう、作成したものである。 

セルロースナノ ファイバー （以下 、
「CNF」という。）は、木材等のカーボ
ンニュートラルな植物由来の原料で、高
い比表面積と空孔率を有していることか
ら、軽量でありながら高い強度や弾性を
持つ素材として、様々な基盤素材への活
用が期待され、精力的な開発が進められ
ている。特に、高強度材料（自動車部品、
家電製品筐体）や高機能材料（住宅建材、
内装材）への活用は、軽量化や高効率化
などエネルギー消費を削減することか
ら、地球温暖化対策への多大なる貢献が
期待されている。 
また、これまで、国・民間で行われてき
た技術開発の蓄積により、CNF は素材
として実用段階に入り、CNF の物性を
活かした用途開発の取組が活発になりつ
つあるが、現時点で市場が未熟な CNF 
の普及には、様々な実証モデル事業を実
現させていくことが必要である。 
 その中で、環境省では、自動車製品に
対して、セルロースナノファイバーへの
適応並びに低炭素化を推進しており、「平
成 27 年度セルロースナノファイバー活
用製品の性能評価事業委託業務」等の実
証モデル事業を実施している。 
 本ガイドラインは、上述したモデル事
業等での、CNF 素材を適用した自動車用
製品（CNF 部材）ごとの温室効果ガス排
出削減効果を、LCA 観点から定量的に、
事業者自らが評価する際に活用できるよ
う、作成したものである。 

多様な再生可能エネルギー等の製造事業
者や導入事業者が LCA の観点から自ら
の事業を評価する際に活用されるよう、
先に公表した 3 種類のガイドラインの内
容を包含した、本ガイドラインを作成す
ることとした。 
本ガイドラインは主に以下の目的を想定
し、策定した。 
（１）事業者の自主的なプロセス改善、
環境情報開示に当たっての「物差し」の
提示 
（２）各種補助事業の採択事業における
温室効果ガス削減可能性の評価の促進 

エネルギーとしての水素利活用は、有力
な温暖化対策の一つとして主要諸国で導
入が進められつつある。一方、水素の製
造から輸送、供給、利用までの一連のプ
ロセスを通じた温室効果ガスの排出量
は、必ずしも既存のエネルギーに対する
温室効果ガス排出量と比較して削減効果
が見込まれない場合もある。水素エネル
ギーの利活用にあたっては、利用時の排
出量削減効果のみならず、水素製造から
利用を通じた一連のプロセスにおいて、
削減効果を有することの確認が求められ
る。その際、様々なサプライチェーンを
対象とする観点から、具体的な温室効果
ガスの排出量及び削減効果の算定に関す
る考え方又は手法の共通化・統一化が重
要となる。 
そのため環境省では、製品又はサービス
のライフサイクルを通じた環境への影響
を評価する手法である LCA（Life Cycle 
Assessment：ライフサイクルアセスメ
ント）の観点から、今後、水素エネルギ
ーの製造事業者、販売事業者又は利用者
等が日本国内において自らの水素エネル
ギー事業を評価する際に活用することを
目的とし、本ガイドラインを策定するこ
ととした。 

本規程は、一般社団法人産業環境管理協
会（以下「協会」という。）が運営管理
する「JEMAI 環境ラベルプログラム」（以
下「本プログラム」という。）における、
エコリーフおよびカーボンフットプリン
ト（以下「CFP」という。）の算定およ
び宣言について定めるものである。 



本ガイドラ
イン策定に
当たっての

考え方 

  
「優良な再生可能エネルギー等導入事業
の着実な普及拡大」を目的として、「Ｌ
ＣＡとしての算定精度」と「事業者等に
とっての作業負荷」のバランスに配慮し、
事業者が自主的かつ積極的にＬＣＡを実
施したくなるようなガイドラインの作成
を目指す。 

  

本ガイドラ
インの全体

構成 

  
本ガイドラインが対象とする再生可能エ
ネルギー等のすべてに共通する基本的事
項は、「第Ⅰ部基本編」（本資料）に集
約した。また、「発電」や「熱利用」等
を主な機能とする再生可能エネルギー等
の LCA に特有の事項については、「第Ⅱ
部『発電』を主な機能とする事業（バイ
オマス利活用を除く）編」～「第Ⅳ部複
数の機能を有する事業（バイオマス利活
用等）編」として、別冊の資料に整理し
た。再生可能エネルギーの種類ごとに関
連するガイドラインの判定フローを図
1-2 に示す。 

  

用語の解説 本ガイドラインで使用する用語の解説を
以下に示す。（五十音順） 

本ガイドラインで使用する用語の解説を
以下に示す。（五十音順） 

本ガイドラインで使用する用語の解説を
以下に示す。（五十音順） 

本ガイドラインで使用する用語の解説を
以下に示す。（五十音順） 

 

LCA 調査の
目的 

  
 

LCA の実施目的を明確に設定すること 
実施目的には、エネルギー用途としての
水素利活用の意義を含むこと 
LCA 実施結果が設定した目的に合致し
ているかを確認すること 
内部利用又は外部利用の区分を含む、算
定結果の用途を明確に記載すること 
結果を伝える相手を明確に示すこと 

 



算定事業モ
デルとLCA
実施の目的

の設定 

  
LCA 実施者は、算定対象とする再生可能
エネルギー等を明確化するとともに、
LCA 実施の目的を設定する。 
本ガイドラインでは、再生可能エネルギ
ー等を導入した「サイト」ごとに温室効
果ガス削減効果を算定することを原則と
する。 
ただし、本ガイドラインが各種補助事業
への応募・終了時に活用されること（上
記 3.3 参照）を踏まえ、以下を条件とし
て、バイオマス利活用以外の事業に関し、
「製品」単位で算定を行うことも認める。 
（１）サイトにより違いが生じるパラメ
ータ（設備稼働率等）に関して、現実的
に妥当性のある条件を想定して算定する
こと 
（２）上記のパラメータに関して、感度
分析を行うこと 
（３）算定した温室ガス排出削減効果を
製品カタログ、ホームページ等で表示す
る場合は、「上記パラメータの想定値」
及び「感度分析の結果（概略でよい）」
を付記すること 

  

ガイドライ
ン活用の場

面 

  
本ガイドラインは、主として以下の目
的・用途で活用されることを想定してい
る。 
（１）事業者の自主的なプロセス改善・
環境情報開示における活用 
（２）各種補助事業への応募・終了時に
おける活用 

  

対象とする
製品 

本ガイドラインでは、 CNF 素材を適用
した家電部材及び住宅建材（以後、CNF
部材）を対象とする。 

本ガイドラインでは、 CNF 素材を適用
した自動車製品（以後、CNF 部材）を対
象とする。 

 
供給する水素の原料・製造方法及び用途
を明確に記載すること 

 



対象とする
再生可能エ
ネルギー等 

  
本ガイドラインは、再生可能エネルギー
全般を対象とする。 
・本ガイドラインでは、再生可能エネル
ギー等導入事業を、機能別に以下の 3 種
類に分けて解説する。 
①「発電」を主な機能とする事業（バイ
オマス利活用を除く）：太陽光発電、風
力発電、中小水力発電等 
②「熱利用」を主な機能とする事業（バ
イオマス利活用を除く）：地中熱利用シ
ステム、大気熱利用システム、太陽熱利
用システム等 
③複数の機能を有する事業（バイオマス
利活用等）：バイオ燃料、バイオガス関
連事業、バイオマス発電等 

  

LCA 実施主
体 

LCA 実施者としては、以下を想定してい
る。 
・CNF 部材の製造者・販売業者 

LCA 実施者としては、以下を想定してい
る。 
・CNF 部材の製造者・販売業者 

 
LCA の実施主体を明確に設定すること 
LCA を外部コンサルタント等に委託し
て実施する場合においても、活動量デー
タの収集等に関しては、事業者自らが責
任をもって実施すること 

 



想定される
本ガイドラ
インの読者

等 

  
本ガイドラインの読者としては、以下の
いずれかの方々を想定している。 
①再生可能エネルギー等を生産する設
備・施設の製造・販売事業者 
②再生可能エネルギー等の原料の販売・
輸入事業者 
③再生可能エネルギー等を生産する設
備・施設の利用事業者（再生可能エネル
ギーの製造・販売事業者） 
④生産された再生可能エネルギー等の利
用事業者 
⑤その他、再生可能エネルギー等の LCA
に関心のある方々 
LCA 実施者としては上記の①～④に該
当する事業者が考えられるが、実施者の
立場によっては、本ガイドラインで定め
た LCA に必要な情報を収集することが
難しいケースも考えられる。その場合、
必要に応じて原材料の調達先・設備設計
者・製造業者・施工業者・設備のユーザ
ー等と相談の上、温室効果ガス削減効果
を算定することが望ましい。 
（例えば、「①再生可能エネルギー等を
生産する設備・施設の製造・販売事業者」
の場合、使用段階での設備の稼働状況を
把握することが難しい場合がある。また、
「③再生可能エネルギー等を生産する設
備・施設の利用事業者」の場合、原料調
達段階での再生可能エネルギー等の原料
の輸送状況を把握することが難しい可能
性が考えられる。） 

  

システム境
界の考え方 

セルロースナノファイバーを用いた家電
部材及び住宅建材（CNF 部材）の LCA
におけるシステム境界は、原材料調達段
階～廃棄（リサイクル）段階とする。 

セルロースナノファイバーを用いた自動
車製品（CNF 部材）の LCA におけるシ
ステム境界は、原材料調達段階～廃棄（リ
サイクル）段階とする。 

 
LCA の対象とするサプライチェーン上
のプロセスを段階ごとに整理し、調査目
的と整合したシステム境界を明確に設定
すること 
各プロセスにおいて使用される全ての燃
料・電力・原材料・資本財及び廃棄プロ
セスは、原則、システム境界内に含める
こと。ただし、利用段階における資本財
は除く。 部分的にシステム境界内のプロ
セスを除外する場合、同プロセスを明記
するとともに、その理由を述べること 
クレジットによる環境価値の移転は算定
に含めないこと 

 



製品システ
ムの精査 

    
該当する PCR に記載されたシステム境
界（データの収集範囲）に基づいて算定
を行う。ただし、PCR では製品システム
に含まれているプロセスが、実際の算定
製品の製品システムに存在しない場合は
その限りではない。 

プロセスフ
ローとシス
テム境界の

明確化 

  
LCA 実施者は、対象とする再生可能エネ
ルギー等の製品プロセスについて、その
プロセスフローを明確化する。プロセス
フローは、「再生可能エネルギー等を生
産する設備・施設の利用事業者（再生可
能エネルギーの製造・販売事業者）」の
視点から、「原料調達段階」、「製造段
階」、「流通段階」、「使用段階」、「処
分段階」の各段階を設定する。システム
境界については、上記の全ての段階を境
界内に含めることを基本とする。 

  

機能単位の
設定 

セルロースナノファイバーを用いた家電
部材及び住宅建材（CNF 部材）の LCA
における機能単位は、それぞれ以下のと
おりとする。 
・CNF 部材を組み込んだ家電 1 製品にお
ける同一期間に一定の性能を提供する機
能 
・1 年間の熱利用のうちの当該部材（断
熱材等）が受け持つ機能 

セルロースナノファイバーを用いた自動
車製品（CNF 部材）の LCA における機
能単位は、以下とする。 
・使用段階：同一の車両条件での自動車
1 台に組み込んだ、1 つの CNF 部材の 10
万 km/10 年の走行 
・その他：同一の車両条件での自動車 1
台に組み込んだ、1 つの CNF 部材 

LCA 実施者は、対象とする再生可能エネ
ルギー等の機能（性能特性）の仕様を明
確にするとともに、その機能単位を明確
に定義し、計量可能なものとする必要が
ある。 

計量可能な機能単位を設定するととも
に、必要に応じ、評価範囲に応じた機能
単位を設定すること 
水素の製造から供給の範囲の評価につい
ては、機能単位は「燃料 1MJ の供給」で
統一すること 
利用段階を含む評価を行う場合、適切な
利用シナリオを想定、明記した上で機能
単位を設定すること 

 

LCA 実施フ
ロー 

本ガイドラインにおける標準的な実施フ
ローを図 5 に示す。 

本ガイドラインにおける標準的な実施フ
ローを図 3 に示す。 

再生可能エネルギー等の LCA に関する
標準的な実施フローを図 3-3 に示す。 

LCA の実施手順を明確に設定すること 
参考として、水素燃料の LCA に関する標
準的な実施フローを図 3-1 に示す。 

 

比較対象と
するオリジ
ナルシステ
ムの設定に
関する留意

事項 

比較対象とするオリジナルプロセスとし
て、対象プロセスと同一の機能を持つプ
ロセスを採用し、そのプロセスフローを
明確化する必要がある。 

比較対象とするオリジナルプロセスとし
て、対象プロセスと同一の機能を持つプ
ロセスを採用し、そのプロセスフローを
明確化する必要がある。 

比較対象とするオリジナルプロセスとし
て、対象プロセスと同一の機能を持つプ
ロセスを採用し、そのプロセスフローを
明確化する必要がある。なお、システム
境界は、4.4 で設定した対象プロセスの
システム境界に合致させなければならな
い。 

（「オリジナル」という用語は使ってい
ないため別の行として区別した） 

 

比較対象シ
ステムの考

え方 

   
評価対象システムが存在しなかった場合
に普及したであろう製品のライフサイク
ルを比較対象システムとすること。なお、
比較対象システムは評価対象システムと
機能単位が同一である必要がある 
評価対象システムのプロセスフローを定
義し、比較を行う上での条件を明確化す
ること 

 



製品間比較
の取り扱い
について 

    
本プログラムにおける算定結果の製品間
比較表示とは、二つ以上の異なる算定結
果を、一つの宣言において、「比率」ま
たは「併記」の形で表示することとする。
なお、削減率は比率に含まれる。 
一般的に LCA 手法上の限界の観点から
(注)、異なる製品間の数値比較を行う際
には一定の条件を満たす必要がある。本
プログラムでは製品間比較を行う場合の
条件を以下に定める。 
1）同一事業者における製品間比較であ
ること。 
2）同一事業者における算定結果の比較
の表示を行う場合は附属書 C（規定）に
従わなければならない。 

類似する基
準等 

国内で公表された LCA に関する、CNF
に類似すると思われる基準を表 2 に示
す。 

国内で公表された LCA に関する、CNF
に類似すると思われる基準を表 2 に示
す。 

   

算定事業モ
デルの設定
とプロセス
フローの明
確化 

算定事業モ
デルの設定 

LCA 実施者は、LCA に先立って対象とす
る CNF 部材を明確化するとともに、そ
の算定事業モデルを設定する。本ガイド
ラインでは、環境省の CNF 実証事業内
での事業モデルを算定事業モデルとして
適用する。 

LCA 実施者は、LCA に先立って対象とす
る CNF 部材を明確化するとともに、そ
の算定事業モデルを設定する。本ガイド
ラインでは、環境省の CNF 実証事業内
での事業モデルを算定事業モデルとし適
用する。 

 
LCA を実施するに当たり、算定対象の事
業モデルを明確に設定すること 
事業モデル内で用いられる電力源、熱源
又は輸送距離等の条件を明確化すること 
現時点では、図 4-1 に示すプロセスを組
み合わせた事業モデルが想定される。 

 

プロセスフ
ローの明確

化 

LCA 実施者は、対象とする CNF 部材の
製品プロセスについて、そのプロセスフ
ローを明確化する。 
プロセスフローは、「CNF 部材の製造・
販売事業者」の視点から、「原材料調達
段階」、「製造段階」、「流通段階」、
「使用段階」、「廃棄（リサイクル）段
階」の各段階を設定する。 

LCA 実施者は、対象とする CNF 部材の
製品プロセスについて、そのプロセスフ
ローを明確化する。 
プロセスフローは、「CNF 部材の製造・
販売事業者」の視点から、「原材料調達
段階」、「製造段階」、「流通段階」、
「使用段階」、「廃棄（リサイクル）段
階」の各段階を設定する。 

 
LCA の実施者は、対象の製品システムの
プロセスフローを明確化し、プロセスフ
ロー図を作成すること 

該当する PCR のライフサイクルフロー
図を参考として、算定製品ごとにライフ
サイクルフロー図を記述しなければなら
ない。 

活動量デー
タの収集・
設定 

活動量デー
タの収集・

設定 

LCA 実施者は、プロセスフロー図に記述
した各プロセスに関して、プロセスごと
のエネルギーや投入物の消費量、廃棄物
や環境（大気等）への排出物の排出量を
明らかにする必要がある。 

LCA 実施者は、プロセスフロー図に記述
した各プロセスに関して、プロセスごと
のエネルギーや投入物の消費量、廃棄物
や環境（大気等）への排出物の排出量を
明らかにする必要がある。 

LCA 実施者は、プロセスフロー図に記述
した各プロセスに関して、プロセスごと
のエネルギーや投入物の消費量、廃棄物
や環境（大気等）への排出物の排出量を
明らかにする必要がある。 

プロセスフロー図に記述した各プロセス
に関して、プロセスごとのエネルギーや
投入物の消費量、廃棄物や環境（大気等）
への排出物の排出量を明らかにし、デー
タを収集すること 

 



【原材料調達段階】 
原材料調達段階における活動量データの
収集には、例えば以下の 5 プロセスが含
まれる。 
（１）CNF 素材の原料の調達（バイオマ
スの原料調達を含む） 
（２）CNF 素材の製造 
（３）CNF 素材の輸送 
（４）CNF 素材の生産設備の資材製造・
加工・組立・廃棄 
（５）CNF 素材の生産設備の資材輸送 
・生産設備資材の製造設備や、生産設備
資材・原料の輸送設備（トラック、トレ
ーラー、タンカーなど）等の製造時にお
ける温室効果ガス排出量は算定対象外と
する。 

【原材料調達段階】 
原材料調達段階における活動量データの
収集には、例えば以下の 5 プロセスが含
まれる。 
（１）CNF 素材の原料の調達（バイオマ
スの原料調達を含む） 
（２）CNF 素材の製造 
（３）CNF 素材の輸送 
（４）CNF 素材の生産設備の資材製造・
加工・組立・廃棄 
（５）CNF 素材の生産設備の資材輸送 
・生産設備資材の製造設備や、生産設備
資材・原料の輸送設備（トラック、トレ
ーラー、タンカーなど）等の製造時にお
ける温室効果ガス排出量は算定対象外と
する。 

【原材料調達段階】 
 ・原料調達段階における活動量データ
の収集には、例えば以下のようなプロセ
スが含まれる。 
（１）原料の輸送（バイオマス利活用事
業の場合） 
（２）再生可能エネルギー等生産設備の
資材製造（バイオマス利活用以外の事業
の場合） 
（３）再生可能エネルギー等生産設備の
資材輸送（バイオマス利活用以外の事業
の場合） 
・原料輸送や設備資材輸送については、
事業の計画や実情を踏まえて片道分か往
復分のどちらかを判断する。 
・設備資材の製造設備や、設備資材・原
料の輸送設備（トラック、トレーラー、
タンカーなど）等の製造時における温室
効果ガス排出量は敢えて考慮しなくても
よい。 
・ライフサイクル全体に対する寄与度が
高いプロセスについては一次データの収
集を基本とする。ライフサイクル全体に
対する寄与度が低いプロセスや、LCA 実
施者が一次データを入手することが困難
な場合については、二次データの利用も
認める。 

【原材料調達段階】 
・原料調達にかかるプロセス（設備導入・
運用、輸送、廃棄等）を明確にし、それ
らにまつわる全ての活動量データを明ら
かにすること 
・廃棄物を原料とする場合に回避される
温室効果ガス排出量又は新たに発生する
温室効果ガス排出量は、定量化しその増
減分を評価対象システムにおいて考慮す
ること 

 



【製造段階】 
製造段階における活動量データの収集に
は、例えば以下の 10 プロセスが含まれ
る。 
（１）原料の加工・処理（貯蔵、中間処
理に要した化石燃料等の投入を含む） 
（２）CNF 部材の製造 
（３）CNF 部材の生産設備の建設資材製
造（生産設備の使用場所における設置工
事・土木工事等が発生する場合） 
（４）CNF 部材の生産設備の建設資機材
輸送（生産設備の使用場所における設置
工事・土木工事等が発生する場合） 
（５）CNF 部材の生産設備の加工・組立
（生産設備の加工・組立が工場等で行わ
れる場合） 
（６）CNF 部材の生産設備の輸送（生産
設備の工場等から生産設備の使用場所ま
での輸送が存在する場合） 
（７）CNF 部材の生産設備の建設（生産
設備の使用場所における設置工事・土木
工事等が発生する場合） 
（８）CNF 部材の生産設備の解体 
（９）上記（１）～（８）に伴う廃棄物
輸送 
（１０）上記（１）～（８）に伴う廃棄
物中間処理 

【製造段階】 
製造段階における活動量データの収集に
は、例えば以下の 10 プロセスが含まれ
る。 
（１）原料の加工・処理（貯蔵、中間処
理に要した化石燃料等の投入を含む） 
（２）CNF 部材の製造 
（３）CNF 部材の生産設備の建設資材製
造（生産設備の使用場所における設置工
事・土木工事等が発生する場合） 
（４）CNF 部材の生産設備の建設資機材
輸送（生産設備の使用場所における設置
工事・土木工事等が発生する場合） 
（５）CNF 部材の生産設備の加工・組立
（生産設備の加工・組立が工場等で行わ
れる場合） 
（６）CNF 部材の生産設備の輸送（生産
設備の工場等から生産設備の使用場所ま
での輸送が存在する場合） 
（７）CNF 部材の生産設備の建設（生産
設備の使用場所における設置工事・土木
工事等が発生する場合） 
（８）CNF 部材の生産設備の解体 
（９）上記（１）～（８）に伴う廃棄物
輸送 
（１０）上記（１）～（８）に伴う廃棄
物中間処理 

【製造段階】 
・製造段階における活動量データの収集
には、例えば以下のようなプロセスが含
まれる。 
（１）原料の加工・処理（バイオマス利
活用事業の場合） 
（２）再生可能エネルギー等生産設備の
建設資材製造（生産設備の使用場所にお
ける設置工事・土木工事等が発生する場
合） 
（３）再生可能エネルギー等生産設備の
建設資機材輸送（生産設備の使用場所に
おける設置工事・土木工事等が発生する
場合） 
（４）再生可能エネルギー等生産設備の
加工・組立（生産設備の加工・組立が工
場等で行われる場合） 
（５）再生可能エネルギー等生産設備の
輸送（生産設備の工場等→生産設備の使
用場所までの輸送が存在する場合） 
（６）再生可能エネルギー等生産設備の
建設（生産設備の使用場所における設置
工事・土木工事等が発生する場合） 
（７）再生可能エネルギー等生産設備の
解体（バイオマス利活用事業の場合） 
（８）上記（１）～（７）に伴う廃棄物
輸送 
（９）上記（１）～（７）に伴う廃棄物
中間処理 

【製造段階】 
・製造にかかるプロセス（設備導入・運
用、廃棄等）を明確にし、それらにまつ
わる全ての活動量データを明らかにする
こと 
・製造段階における活動量データの収集
にあたっては、以下の点を考慮すること 
- 副資材の投入を含むものとする 
- 原料の貯蔵、中間処理に要した化石燃
料や電力、熱等の投入を含むものとする 
- 製造プロセスにおける副産物や廃棄物
の発生を含むものとする 
- 製造した水素の回収にあたり回収ロス
が発生する場合は、ロス分を考慮する 

 

・CNF 部材製造段階のフローとして、生
産設備の加工・組立・解体は対象とする。
但し、商用化時の生産量を想定する。 
・CNF 部材生産設備の使用場所で設置工
事・土木工事等が発生する場合、建設機
材の製造・廃棄に関する温室効果ガス排
出量は考慮しなくてもよい。 

・CNF 部材製造段階のフローとして、生
産設備の加工・組立・解体は対象とする。
但し、商用化時の生産量を想定する。 
・CNF 部材生産設備の使用場所で設置工
事・土木工事等が発生する場合、建設機
材の製造・廃棄に関する温室効果ガス排
出量は考慮しなくてもよい。 

・再生可能エネルギー等生産設備の使用
場所で設置工事・土木工事等が発生する
場合、建設機材の製造・廃棄に関する温
室効果ガス排出量は考慮しなくてもよ
い。 
・ライフサイクル全体に対する寄与度が
高いプロセスについては一次データの収
集を基本とする。ライフサイクル全体に
対する寄与度が低いプロセスや、LCA 実
施者が一次データを入手することが困難
な場合については、二次データの利用も
認める。 

  



【流通段階】 
流通段階における活動量データの収集に
は、例えば以下のプロセスが含まれる。 
・生産した CNF 部材の輸送 

【流通段階】 
流通段階における活動量データの収集に
は、例えば以下のプロセスが含まれる。 
・生産した CNF 部材の輸送 

【流通段階】 
・流通段階における活動量データの収集
には、例えば以下のようなプロセスが含
まれる。 
（１）生産したバイオマス由来燃料等の
輸送（バイオマス利活用事業の場合） 
（２）外部系統等の既存インフラに接続
するための付加的な設備の製造（生産し
た電力や熱を外部供給する場合） 
（３）外部系統等の既存インフラに接続
するための付加的な設備・施設の建設（生
産した電力や熱を外部供給する場合） 
・生産したバイオマス由来燃料等の輸送
については、事業の計画や実情を踏まえ
て片道分か往復分のどちらかを判断す
る。 
・輸送設備（トラック、トレーラー、タ
ンカーなど）等の製造時における温室効
果ガス排出量は敢えて考慮しなくてもよ
い。 
・ライフサイクル全体に対する寄与度が
高いプロセスについては一次データの収
集を基本とする。ライフサイクル全体に
対する寄与度が低いプロセスや、LCA 実
施者が一次データを入手することが困難
な場合については、二次データの利用も
認める。 

（なし） 
 

（なし） （なし） （なし） 【貯蔵・輸送段階】 
・製造設備から供給施設までの輸送にか
かるプロセスを明確にし、それらにまつ
わる全ての活動量データを明らかにする
こと 
・輸送にあたり圧縮又は液化等を行う場
合、それにかかるエネルギー投入量を考
慮すること 
・輸送設備（トラック、コンテナ、ロー
リー等）への充填にあたり、充填ロスが
発生する場合は、ロスを考慮すること 

 



（なし） （なし） （なし） 【供給段階】 
・供給施設への受け入れから利用機器へ
の充填までのプロセスを明確にし、それ
らにまつわる全ての活動量データを明ら
かにすること 
・利用機器への充填にあたり、充填ロス
が発生する場合は、ロスを考慮すること 
・供給施設で一時貯蔵する場合、貯蔵に
かかるエネルギー投入量を考慮すること 

 

【使用段階】 
使用段階における活動量データの収集に
は、例えば以下のプロセスが含まれる。 
・CNF 部材を導入した家電製品の使用エ
ネルギー 
・CNF 部材を導入した住宅(一戸建て)の
熱利用 
 
また、使用段階においては、同一の期間・
性能を提供する機能を有する CNF 部材
の消費電力量に対して CO2 排出量を算
定する。ここでいう性能とは、例えば
LED であれば「明るさ」を指す。なお、
住宅建材は使用段階において CO2 を排
出しないため、本ガイドラインにおける
使用段階の CO2 算定については、住宅
（一戸建て）でのエネルギー使用量（冷
暖房）を用いて CO2 排出量を算定する。 

【使用段階】 
使用段階における活動量データの収集に
は、例えば以下のプロセスが含まれる。 
・CNF 部材を導入した自動車の走行 
 
また、使用段階においては、CNF 部材の
重量に対して燃費法を用いて CO2 排出
量を算定する。 

【使用段階】 
・使用段階における活動量データの収集
には、例えば以下のようなプロセスが含
まれる。 
（１）バイオマス由来燃料等の燃焼 
（２）再生可能エネルギー等生産設備の
使用（バイオマス利活用以外の事業の場
合） 
（３）再生可能エネルギー等生産設備の
保守・メンテナンス（バイオマス利活用
以外の事業の場合） 
・上記（１）に関して、バイオマスの燃
焼による二酸化炭素排出量はゼロとして
よい。ただし、二酸化炭素以外の温室効
果ガスが発生する場合や、副原料等が燃
焼する場合の温室効果ガス排出量は考慮
しなければならない。 
・バイオマス利活用以外の事業で、再生
可能エネルギー等を導入した「サイト」
単位ではなく、「製品」単位で温室効果
ガス削減効果を算定する場合は、サイト
により違いが生じるパラメータ（設備稼
働率等）に関して、現実的に妥当性のあ
る条件を想定しなければならない。 

【利用段階】 
設定した機能単位に基づき、水素利用時
の温室効果ガス排出量を算定すること 

 



【廃棄段階】 
廃棄段階における活動量データの収集に
は、例えば以下のようなプロセスが含ま
れる。 
・CNF 部材の解体・輸送・中間処理・廃
棄 
・CNF 部材のリサイクル 
・CNF 部材のリユース 

【廃棄段階】 
廃棄段階における活動量データの収集に
は、例えば以下のようなプロセスが含ま
れる。 
・CNF 部材の解体・輸送・中間処理・廃
棄 
・CNF 部材のリサイクル 
・CNF 部材のリユース 

【処分段階】 
・処分段階における活動量データの収集
には、例えば以下のようなプロセスが含
まれる。 
（１）冷媒・不凍液の現場内回収（冷媒・
不凍液を使用する場合） 
（２）再生可能エネルギー等生産設備の
解体（バイオマス利活用以外の事業の場
合） 
（３）再生可能エネルギー等生産設備の
解体廃棄物の輸送（バイオマス利活用以
外の事業の場合） 
（４）再生可能エネルギー等生産設備の
現場内回収物・解体廃棄物の中間処理（バ
イオマス利活用以外の事業の場合） 
・ライフサイクル全体に対する寄与度が
高いプロセスについては一次データの収
集を基本とする。ライフサイクル全体に
対する寄与度が低いプロセスや、LCA 実
施者が一次データを入手することが困難
な場合については、二次データの利用も
認める。 

（なし） 
 

収集データ
の精度 

一次データの使用を基本とする。ライフ
サイクル全体に対する寄与度が低いプロ
セスや、LCA 実施者が一次データを入手
することが困難な場合については、二次
データの利用も認める。二次データの選
択の際、優先順位は①公共機関データ、
②業界データ、③文献データ、④産業連
関表ベースデータとする。 

一次データの使用を基本とする。ライフ
サイクル全体に対する寄与度が低いプロ
セスや、LCA 実施者が一次データを入手
することが困難な場合については、二次
データの利用も認める。二次データの選
択の際、優先順位は①公共機関データ、
②業界データ、③文献データ、④産業連
関表ベースデータとする。 

LCA 実施者は、収集するデータの精度を
高めるように配慮しなければならない。
特に温室効果ガス排出量に大きな影響を
与えるプロセスについては、高い精度で
データを収集するよう留意する必要があ
る。 

LCA 実施者は、設定した目的を踏まえつ
つ、収集するデータの精度を高めるよう
に配慮すること 

 

データ品質
基準とデー
タ収集方法 

    
一次データ、二次データに分けて記述。
また、さらにそれぞれの品質基準、収集
方法、原単位に分けて詳述。 



カットオフ
項目 

    
製品システムを網羅的に調査することは
事業者に過大な作業負荷を及ぼす場合が
ある。したがって、算定においては、当
該製品のライフサイクルにおいて一般的
に重要でないライフサイクル段階、プロ
セスあるいはフローで、一定の基準を満
たすものは、製品システムからカットオ
フ（算定の対象外とすること）してもよ
い。カットオフ項目は以下のカットオフ
基準毎に設定することができる。 
該当する PCR に記載されたカットオフ
項目についてカットオフすることができ
る。加えて、1.6.3.に定めるカットオフ基
準に従い、算定時に算定製品ごとにカッ
トオフ項目を追加してもよい。 

カットオフ
基準の考え

方 

本ガイドラインでは、以下の基準を目安
としてカットオフを行う。 
 
・原材料調達コストの 5%程度未満であ
ること、または、当該プロセスや投入物
が起因する温室効果ガス排出量が温室効
果ガス総排出量に対して 5%程度未満で
あること 

本ガイドラインでは、以下の基準を目安
としてカットオフを行う。 
 
・原材料調達コストの 5%程度未満であ
ること、または、当該プロセスや投入物
が起因する温室効果ガス排出量が温室効
果ガス総排出量に対して 5%程度未満で
あること 

本ガイドラインでは、以下の基準を目安
としてカットオフを行う。 
 
原材料質量の 1%程度未満かつ原材料調
達コストの 1%程度未満であること 
あるいは当該プロセスや投入物が起因す
る温室効果ガス排出量が当該バイオ燃料
の温室効果ガス総排出量に対して 1%程
度未満であること 

（要求事項なし。推奨事項・許容事項の
記述あり） 

①投入される部品、素材、容器包装、副
資材については、基準フローの質量比で
累計 5%までとする。ただし、質量が少
ないものでも、影響評価結果が大きいと
想定されるものは製品システムに含まな
ければならない（例：電子機器における
プリント基板）。 
② 排出される物質、廃棄物等について
は、基準フローの質量比で累計 5%まで
とする。ただし、質量が少ないものでも、
影響評価結果が大きいと想定されるもの
は製品システムに含まなければならな
い。特に大気・水圏等への直接排出や管
理対象の有害物質については注意が必要
である。（例：エアコンの冷媒漏洩や窒
素肥料起因の亜酸化窒素の放出）。 
③ 質量で把握できないフローおよびプ
ロセスについては、試算結果に対して、
影響領域指標比で累計 5%までとする。
（例：サイト内輸送プロセス） 
④ 信頼性に足る十分な情報が得られず
妥当なシナリオのモデル化が困難な領域
とする。（例：生産工場の建設や資本財、
間接部門）。 



配分（アロ
ケーショ

ン）の考え
方 

  
・プロセスの細分化やシステム境界の拡
張を図ることにより、配分を回避するこ
とを原則とする。配分はどうしても回避
できないプロセスについてのみ行うもの
とする。 
・配分がどうしても回避できない場合は、
以下の優先順位に基づいて配分を行う。 
（１）物理的パラメータ（質量、発熱量
など）による配分 
（２）製品及び機能間のその他の関係を
反映する方法（例えば経済価値）による
配分 
ただし、バイオマス利活用事業における
主産物と副産物の間の配分に関しては、
配分方法によって算定結果が比較的大き
く変わる傾向にあるとともに、生成する
副産物によって適切な配分方法も異な
る。そのため、各種配分方法による配分
を行い、その結果を評価することとする
（詳細は「第Ⅳ部：複数の機能を有する
事業（バイオマス利活用等）編」等を参
照）。 

  

温室効果ガ
ス排出原単
位データの
収集・設定 

地球温暖対
策法に基づ
く排出係数

の利用 

・化石燃料の燃焼に伴う発熱量と二酸化
炭素排出係数は地球温暖化対策の推進に
関する法律施行令第３条において示され
ている数値を用いるものとする。 
・電力の原単位データについては、代替
値である 0.000579（t-CO2/kWh）を用
いることとする。 

・化石燃料の燃焼に伴う発熱量と二酸化
炭素排出係数は地球温暖化対策の推進に
関する法律施行令第３条において示され
ている数値を用いるものとする。 
・電力の原単位データについては、代替
値である 0.000551（t-CO2/kWh）を用
いることとする。 

・化石燃料の燃焼に伴う発熱量と二酸化
炭素排出係数は地球温暖化対策の推進に
関する法律施行令第３条において示され
ている数値を用いるものとする。 
・電力の原単位データは、調達先の電力
供給者から公表される電気事業者別排出
係数（実排出係数）を使用することを原
則とする。ただし、同一敷地内の自家発
電を代替として再生可能エネルギー等を
導入する場合には、当該自家発電の電源
に関する原単位データを用いる。 

・系統電力に関する原単位データを明確
に設定するとともに、出所を明記するこ
と 
・系統電力消費は、原則として「温室効
果ガス算定・報告・公表制度」で報告さ
れている全電源ベースの排出係数（代替
値）を使用すること 

 



LCI データ
ベースの利
用の優先順

位 

  
・投入物の排出原単位に関するデータベ
ース利用の優先順位は以下のとおりとす
る。 
レベル１：事業者自らが実際のデータを
調査して使用 
レベル２：業界団体等で用いられている
標準値を使用 
レベル３：積み上げ法に基づく LCI デー
タベースの参照値を使用 
レベル４：産業連関法に基づく参照値を
使用 
ただし、 
・ライフサイクル全体に対する寄与度が
高いプロセスについては、極力レベル 1
～3 で対応するものとする。 
・積み上げ法に基づく LCI データベース
の参照値のうち、以下の 2 条件に該当す
る原単位データについては、レベル 4 と
して取り扱うこととする。 
①貨幣単位で示された統計資料を主な情
報源にするなどし、原単位が「価格あた
り」または「製品数量あたり（例：製品
1 個当たり、1 台当たり）」となってい
るもの 
②想定規模・性能等が対象プロセスと一
致しない、または想定規模・性能等の記
載がない 
・設定したプロセスに適した原単位が収
集できない場合は、必要としている原単
位に最も近似していると考えられる原単
位で代替してもよい。 

・一次データの収集が困難な場合のデー
タベース等の利用の優先順位は以下のと
おりとする 
① 積み上げ法に基づく LCI データベー
スの参照値 
② 産業連関法に基づく参照値 
・データ欠損が生じた場合は、既存の関
連性の強い研究より関連データを適用
し、概算を行うこと 

 

活用可能な
LCI データ
ベース（国

内） 

  
レベル３およびレベル４における LCI デ
ータベースとしては、表 6-3 に示すデー
タベースなどが挙げられる。なお、これ
らのデータベースと同等以上の精度があ
ると考えられるデータベースも利用でき
るものとする。 
レベル３(積み上げ法に基づく参照値) 
LCA 日本フォーラム、IDEA 
レベル４(産業連関法に基づく参照値) 
3EID（最新は 2005 年表）、Easy LCA 

  



活用可能な
LCI データ
ベース（海

外） 

  
・海外のサイトにおける事業や、海外か
ら輸入する原料を使用する事業等につい
ては、利用可能なデータベースが政府機
関等から公表されている場合、それを利
用することができる。 
・本来は当該国で開発されている LCI デ
ータベースを活用する必要があるが、各
種関連機関のデータや論文等を調べても
有効なデータが参照できない場合は、わ
が国の LCI データベースを準用してもよ
いこととする。ただし、例えば以下のよ
うなデータについてはわが国のデータを
準用することはできないため、独自の計
測調査等を実施する必要がある。 
（１）土地利用変化により発生する温室
効果ガス排出量 
（２）水田土壌から発生するメタンガス 

  

LCI データ
ベースの利

用 

投入物の排出原単位に関して、どのデー
タベースを使用するかによって LCA の
結果が変わるため、排出原単位設定の優
先順位を規定する。投入物の排出原単位
に関するデータベース利用の優先順位は
以下の通りとする。 
   レベル１：事業者自らが実際のデ
ータを調査して使用 
   レベル２：業界団体等で用いられ
ている標準値を使用 
   レベル３：積み上げ法に基づく
LCI データベースの参照値を使用 
   レベル４：産業連関法に基づく参
照値を使用 

投入物の排出原単位に関して、どのデー
タベースを使用するかによって LCA の
結果が変わるため、排出原単位設定の優
先順位を規定する。投入物の排出原単位
に関するデータベース利用の優先順位は
以下の通りとする。 
   レベル１：事業者自らが実際のデ
ータを調査して使用 
   レベル２：業界団体等で用いられ
ている標準値を使用 
   レベル３：積み上げ法に基づく
LCI データベースの参照値を使用 
   レベル４：産業連関法に基づく参
照値を使用 

 
（LCI データベースの利用の優先順位 
と利用可能なデータベースの行に分かれ
て記述） 

 



温室効果ガ
ス排出量の
評価 

温室効果ガ
ス排出量の
算定・評価

方法 

・温室効果ガス排出量は、下式により算
定する。 
温室効果ガス排出量 = Σ{GWP ×
（活動量 × 排出原単位）}  
 
・GWP※（地球温暖化係数）は、IPCC
第 5 次報告書に記載された 100 年係数
（表 6 参照）を使用し、算定対象とする
温室効果ガスを 7 種類のガス（二酸化炭
素 [CO2]、メタン [CH4]、一酸化二窒素 
[N2O] 、 ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン 
[HFC]類、パーフルオロカーボン [PFC]
類、六フッ化硫黄 [SF6]、三フッ化窒素
[NF3]）とする。 

・温室効果ガス排出量は、下式により算
定する。 
温室効果ガス排出量 = Σ{GWP ×
（活動量 × 排出原単位）}  
 
・GWP※（地球温暖化係数）は、IPCC
第 5 次報告書に記載された 100 年係数
（表 6 参照）を使用し、算定対象とする
温室効果ガスを 7 種類のガス（二酸化炭
素 [CO2]、メタン [CH4]、一酸化二窒素 
[N2O] 、 ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン 
[HFC]類、パーフルオロカーボン [PFC]
類、六フッ化硫黄 [SF6]、三フッ化窒素
[NF3]）とする。 

・温室効果ガス排出量は、下式により算
定する。 
温室効果ガス排出量=Σ{GWP ×（活動
量×排出原単位）} 
・GWP（地球温暖化係数）は、IPCC 第
4 次報告書に記載された数値（表 4-1 参
照）を使用する。 

温室効果ガス排出量は、下式により算定
する 
 
温室効果ガス排出量＝Σ{ GWP ×（活動
量× 排出原単位）}  
GWP は、最新の IPCC 報告書に記載され
た数値（100 年係数）を用いること 
※ GWP（Global Warming Potential 地
球温暖化係数）：温室効果ガスの温室効
果をもたらす程度を CO2 の当該程度に
対する比で示した係数 
算定結果は、原料調達、製造、貯蔵・輸
送、供給、利用に分けて報告すること 
資本財由来の温室効果ガス排出量の算定
結果は、ユーティリティ由来の温室効果
ガス排出量の算定結果と分けて報告する
こと 
算定結果を報告する場合、利用段階の資
本財に係る排出が含まれていない旨を注
記する 

 

対象影響領
域の設定 

  
本ガイドラインでは、環境影響評価を行
う領域を「地球温暖化」、算定対象とす
る温室効果ガスを 7 種類のガス（二酸化
炭素[CO2]、メタン[CH4]、一酸化二窒素
[N2O] 、 ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン
[HFC]類、パーフルオロカーボン[PFC]
類、六フッ化硫黄[SF6]、三フッ化窒素
[NF3]）とする。 
また、GWP※は、IPCC 第 4 次報告書に
記載された 100 年係数（例メタンガス：
25）を使用する。 
※GWP（Global Warming Potential 地
球温暖化係数）：温室効果ガスの温室効
果をもたらす程度を、二酸化炭素の当該
程度に対する比で示した係数 

  

比較対象シ
ステムにお
ける温室効
果ガス排出

量 

   
比較対象システムで用いる燃料の温室効
果ガス排出原単位を明確に設定し、その
出所を明記すること 
比較対象システムのエネルギー消費量、
エネルギー効率等を基に、利用時の温室
効果ガス排出量を算定すること 

 



温室効果ガ
ス排出削減
効果の評価

方法 

  
温室効果ガス排出削減効果は、以下のい
ずれかの方法により算定する。 
（１）排出削減量＝オリジナルプロセス
の排出量－対象プロセスの排出量 
（２）排出削減率＝（オリジナルプロセ
スの排出量－対象プロセスの排出量） 
÷オリジナルプロセスの排出量 

温室効果ガス排出削減効果は、以下のい
ずれかの方法により評価する 
① 排出削減量＝比較対象システムの排
出量－評価対象システムの排出量 
② 排出削減率＝（比較対象システムの排
出量－評価対象システムの排出量）÷ 比
較対象システムの排出量 

 

配分の方法 ・プロセスの細分化やシステム境界の拡
張を図ることにより、配分を回避するこ
とを原則とする。配分はどうしても回避
できないプロセスについてのみ行うもの
とする。 
・配分がどうしても回避できない場合は、
以下の優先順位に基づいて配分を行う。 
（１）物理的パラメータ（質量、発熱量
など）による配分 
（２）製品及び機能間のその他の関係を
反映する方法（例：経済価値）による配
分 

・プロセスの細分化やシステム境界の拡
張を図ることにより、配分を回避するこ
とを原則とする。配分はどうしても回避
できないプロセスについてのみ行うもの
とする。 
・配分がどうしても回避できない場合は、
以下の優先順位に基づいて配分を行う。 
（１）物理的パラメータ（質量、発熱量
など）による配分 
（２）製品及び機能間のその他の関係を
反映する方法（例：経済価値）による配
分 

（「活動量データの収集・設定」の章で
記述） 

プロセスの細分化又はシステム境界の拡
張により、配分を回避することを原則と
するが、やむを得ず配分を行う場合は、
適切な配分方法を適用し、その配分方法
を明記すること 

プロセスから複数製品が出力される場
合、入力フロー及び出力フローを複数製
品間で配分する必要が生じるため、次の
段階的な手順に従って配分を取り扱わな
ければならない。 
a) ステップ 1：可能な場合は、次のいず
れかによって配分を回避することが望ま
しい。 
b)ステップ 2：配分が回避できない場合、
システムの入力フロー及び出力フロー
を、異なる製品又は機能の間でそれらの
間に内在する物理的な関係を反映する方
法で分割して配分することが望ましい。
すなわち、そのシステムによって提供さ
れる製品又は機能の量的な変化 
c) ステップ 3：物理的な関係だけを配分
の根拠として使用できない場合、入出力
フローは、製品と機能との間でその他の
関係を反映する方法によって、配分する
ことが望ましい。 

リユース・
リサイクル
における配
分の取り扱

い基準 

    
配分の原則はリユース・リサイクルの場
合にも適用する。配分の回避ができない
場合は次の基準で配分することが望まし
い。 
オープンループ型の場合 
廃棄物等の内、リサイクルされるものに
ついては、リサイクルの準備処理を行う
サイトまでの輸送プロセスからリサイク
ルの準備処理までを製品システムに含む
ものとする 
廃棄物等の内、リユースされるものにつ
いては、廃棄時点までを製品システムに
含むものとする 
クローズドループ型の場合 
リユース・リサイクルされるものは配分
の対象としない。 



代替システ
ムの控除の
取り扱い 

    
配分の回避のため共製品に関連する追加
機能を含めるよう製品システムを拡張し
た場合、共製品と同等の機能を有する製
品システム（代替システム）による控除
分を追加情報として表示することができ
る。ただし、この場合は、代替システム
と共製品の機能の同等性や適切性につい
て注意して評価しなければならない。ま
た、製品システムの一貫性に注意する。
そのため、PCR で定められている範囲や
条件等を満たす場合に限り行うことがで
きる。リユースやオープンループ型リサ
イクルによる間接影響を控除する場合も
同様とする。 

バイオマス
の取り扱い 

    
持続可能な方法で管理されているバイオ
マスや、廃材等の再利用品のバイオマス
を燃焼・生分解する際に発生する CO2
は、PCR で特に定められている場合を除
き、原則として気候変動の影響領域指標
に計上しない。これは、バイオマスは生
産（成長）時に大気中の CO2 を固定して
おり、その燃焼・生分解に際して発生す
る CO2 はこれと等価であるためである。 
なお、バイオマスの生産・輸送等のため
に投入される活動に伴う CO2 排出や、生
分解する際に発生するメタン等の温室効
果ガスの排出は製品システムに加える必
要がある。 

カーボンオ
フセット等
の取扱い 

    
気候変動の影響領域指標の算定には、カ
ーボンオフセット等による相殺を含めて
はならない。 

CO2 の遅
延排出並び
に製品への
炭素貯蔵の
取り扱い 

    
耐久財の場合、製品の想定寿命が数十年
以上になる場合がある。この場合におい
て、製品の使用、廃棄やリサイクルの際
にアウトプットは生産時点から遅延して
排出されることになる。いずれにしても、
遅延による影響や製品への炭素貯蔵等の
影響を考慮せずに算定しなければならな
い。 



感度分析の
実施 

・LCA 実施者は、LCA で採用した活動量
データや原単位データをある範囲で変動
させたり、配分手法等を変更したりする
ことにより、温室効果ガス排出量の算定
結果にどの程度の影響を及ぼすか、それ
が許容範囲であるかどうかを検討し、算
定結果の信頼性を評価するために、感度
分析を実施することが望ましい。 

・LCA 実施者は、LCA で採用した活動量
データや原単位データをある範囲で変動
させたり、配分手法等を変更したりする
ことにより、温室効果ガス排出量の算定
結果にどの程度の影響を及ぼすか、それ
が許容範囲であるかどうかを検討し、算
定結果の信頼性を評価するために、感度
分析を実施することが望ましい。 

LCA 実施者は、LCA で採用した活動量デ
ータ、原単位の変動や配分手法による変
化が、温室効果ガス排出量の算定結果に
どの程度の影響を及ぼすか、それが許容
範囲であるかどうかを検討し、算定結果
の信頼性を評価するために、感度分析を
実施することが望ましい。 

配分を行った際には、感度分析を行うこ
と 
感度分析を行うにあたっては、以下の手
順を踏むこと 
① 結果に対して大きなインパクトを与
えうるいくつかのパラメータを特定する 
② パラメータが採り得る最大値／最小
値を特定する 
③ パラメータを変化させ、それによる結
果へのインパクトを記録する 

 

ガイドライ
ンにおける
レビュー 

・LCA 実施者は、自らの所属団体で内部
レビューを実施する。レビュー実施者は、
算定結果の適切性、妥当性等を評価する。 
・レビューはデータの選択や結果等が
LCA 実施主体にとって過度に有利でな
いか確認し、LCA の結果を客観的に評価
し信頼性を高める手続きとして位置づけ
られる。なお、ここでいうレビューとは、
ISO14040 への準拠を確認するものでは
なく、本ガイドラインの算定基準との整
合性を取ることを目的とする。 

・LCA 実施者は、自らの所属団体で内部
レビューを実施する。レビュー実施者は、
算定結果の適切性、妥当性等を評価する。 
・レビューはデータの選択や結果等が
LCA 実施主体にとって過度に有利でな
いか確認し、LCA の結果を客観的に評価
し信頼性を高める手続きとして位置づけ
られる。なお、ここでいうレビューとは、
ISO14040 への準拠を確認するものでは
なく、本ガイドラインの算定基準との整
合性を取ることを目的とする。 

LCA 実施者は、自らの所属団体で内部レ
ビューを実施する。レビュー実施者は、
算定結果の適切性、妥当性等を評価する。 

LCA 実施者は、自らの所属団体で内部レ
ビューを実施すること 
内部レビューは、表 8-1 に例示するよう
なチェックリストを基に行うこと。 

 

対象とする
環境情報 

     
本プログラムでは、LCA に基づくライフ
サイクルインベントリ分析（LCI）およ
びライフサイクル影響評価（LCIA）結果
に基づく、環境影響の算出を定量的に行
い、製品環境情報として提供する。 

算定対象 
     

エコリーフは、複数の影響領域に関する
環境影響の算出結果を製品環境情報とし
て提供する。CFP の場合には気候変動の
みを算定対象とし、その他の影響領域の
評価には適用されない。 

利用可能な
データベー
ス 

    
時間的、地域的、技術的な条件において、
一次データと一貫性を有するデータベー
スを使用すること 
上記を満たすデータベースが得られない
場合は、他のデータベースの利用も可と
するが、その場合は当該データベースの
内容を明らかにすること 
主要な LCI データベースの概要を表 6-2
に示す。 

本プログラムでは、ライフサクルンベト
リ分析 ライフサクルンベトリ分析 ライ
フサクルンベトリ分析 に使用する原単
位データ に使用する原単位データ につ
いて、 原則として IDEA v2 を使用して
算定を行う。 



ライフサイ
クル影響評
価手法につ
いて 

     
本プログラムでは、特性化係数について
は 、 原 則 と し て LIME2 （ Life-cycle 
Impact assessment Method based on 
Endpoint modeling）の特性化係数リス
トを使用する。算定される対象の影響領
域は附属書 A に記載する。なお、気候変
動に関する特性化モデルは、IPCC 第 5
次報告書の 100 年指数を用いるものとす
る。 

算定根拠の
整理 

     
算定の過程が分かるように、各根拠資料
と各データ収集項目との対応関係が明確
になる形で根拠資料を整理しなければな
らない。 

シリーズ製
品の取扱い 

     
製品の仕様と影響評価結果の対応関係に
おいて共通の特性を有する製品群につい
て、その特性をもって宣言を系統的に開
示することは、算定・宣言プロセスを簡
素化できるだけでなく、宣言の読み手に
対しても情報を幅広く入手する機会が拡
大されることが期待される。このため、
製品仕様と影響評価結果の対応関係にお
いて、共通の特性を有する製品群を、こ
こではシリーズ製品と呼ぶことにし、こ
のシリーズ製品の単位で宣言を登録公開
することができることとする。 

宣言の原則 
     

宣言の基本、宣言を行おうとする事業者
等の基本条件、宣言の基本ルール、エコ
リーフ宣言の内容、CFP 宣言の内容に章
立てして説明。 



温室効果ガ
ス排出削減
効果等の表
示 

   
温室ガス排出削減効果を製品カタログ、
ホームページ等で表示する場合は、想定
した「機能単位」、「システム境界」、
「オリジナルプロセス」、「想定寿命（想
定使用年数）」を付記しなければならな
い。また、バイオマス利活用以外の事業
で、再生可能エネルギー等を導入した「サ
イト」単位ではなく、「製品」単位で算
定した温室効果ガス削減効果を表示する
場合には、「サイトにより違いが生じる
パラメータ（設備稼働率等）に関して想
定した値」、及び「感度分析の結果（概
略でよい）」を付記するとともに、想定
値を用いた算定結果が「どのサイトにも
適用可能なもの」といった誤解を与えな
いように表示する必要がある。 

  

 
  



 
分類 項目 経済産業省 日本 LCA 学会 

 削減貢献 タイトル  温室効果ガス削減貢献定量化ガイドライン 温室効果ガス排出削減貢献量算定ガイドライン 
 発行年 平成 30 年 3 月 平成 27 年 2 月 24 日 

基本的な 
考え方 

ガイドラインの目的 

本ガイドラインは、バリューチェーンを通じた製品・サービス等による温室効果ガ
スの削減貢献を見える化するための基本的な考え方を提示するものである。これに
基づき、組織には、自らの製品・サービス等による削減貢献量を定量化し、ステー
クホルダーに対して適切な情報発信を行うとともに、低炭素社会構築に向けたさら
なる貢献を果たすことが期待される。 

本ガイドラインは、ライフサイクル全体で温室効果ガス排出量の削減効果を発揮す
る製品等や、使用される材料、部品について、それらを製造している企業もしくは
団体が従来の製品等と比較して、その効果を算定するためのガイドを示すものであ
る。 

ガイドラインの位置
付け 

本ガイドラインは、組織が、自らの製品・サービス等がライフサイクル（原材料調
達から製造、使用、廃棄に至るまでの各段階）において排出する温室効果ガスを削
減する取組について、その削減効果を定量化する際の、基本的な考え方・フレーム
ワークを示すものである。 
業界団体は本ガイドラインの下位の文書として自らの特性を踏まえた「業種別ガイ
ドライン」を位置付けてもよい。 
なお、本ガイドラインで扱う削減貢献量は、温室効果ガス排出に係るモニタリング
や政府機関などによる削減貢献量の認証は想定していない。 

  

用語の解説   （「バリューチェーン」といった用語を解説） 
用語と定義 （「組織」や「バリューチェーン」といった用語の定義を記述）   

ガイドライン活用の
場面 

組織が、自らが製造又は供給する製品・サービス等の削減貢献量を定量化し、対外
的にコミュニケーションする際には、本ガイドラインを参照することが推奨され
る。また、組織が提供する製品・サービス等の削減貢献量を集計することで、組織
単位で削減貢献量を定量化する際にも同様とする。 
なお、本ガイドラインで扱う削減貢献量は、温室効果ガス排出に係るモニタリング
や政府機関などによる削減貢献量の認証は想定していない。 

本ガイドラインは、温室効果ガス排出削減に貢献する最終製品または部品等を製造
している企業等が、温室効果ガス排出削減貢献量を算定し、その結果を製品開発等
において組織の内部で活用、並びに CSR 報告書等への記載による外部へのコミュ
ニケーションにおいて宣言する際に算定方法の指針として活用されることを想定
している。また、国や自治体、業界団体などにより、温室効果ガス排出削減貢献量
に関する制度の構築、ガイドラインの作成を行う際に算定手法の指針として活用さ
れることも想定している。 

原則 

本ガイドラインは以下の原則に基づくものとする。これらの原則は、削減貢献量の
定量化において柔軟性や自由裁量を定めている部分や、特定の状況に関して要求事
項等が明確に合致しない場合において判断を行う際の指針となるものである。 
【目的適合性(Relevance)】 
【完全性（Completeness）】 
【一貫性（Consistency）】 
【透明性（Transparency）】 
【正確性（Accuracy）】 

  

対象とする製品 （削減貢献量の定義と定量化のステップ」の章に記載   
LCA 実施主体 未記載   
システム境界の考え
方 

（削減貢献量の定義と定量化のステップ」の章に記載   



LCA 実施フロー （削減貢献量の定義と定量化のステップ」の章に記載   

比較対象とするオリ
ジナルシステムの設
定に関する留意事項 

（「オリジナル」という用語は使っていないため別の行として区別した）   

比較対象システムの
考え方 

（削減貢献量の定義と定量化のステップ」の章に「ベースラインシナリオの設定」
として記載 

  

類似する基準等 削減貢献量と CO2 クレジットの関係について、コラムとして紹介   

削減貢献量の定義と
定量化のステップ 

  

本ガイドラインでは、削減貢献量を「温室効果ガス削減に資する環境性能が優れた
製品・サービス等が提供されることにより、それに代わる製品・サービス等が提供
される場合（ベースラインシナリオ）と比べた温室効果ガス排出削減・抑制への貢
献分をライフサイクルでの比較により定量化したもの」と定義する。 
削減貢献量定量化の基本的なステップを以下に示す。 

削減貢献量の定義 
本ガイドラインでは、削減貢献量とは「環境負荷の削減効果を発揮する製品等の、
原材料調達から廃棄・リサイクルまでのライフサイクル全体を考慮し、温室効果ガ
ス排出量をベースラインと比較した温室効果ガスの排出削減分のうち、当該製品の
貢献分を定量化したもの」と定義する。 

目的の設定 
定量化を実施する際には、目的を明確にしなければならない。また、その目的に沿
って、報告相手、報告手段を明確にすることが望ましい。 

算定を実施する際には、目的明確にしなければならない。また、その理由、並びに、
報告相手、報告手段を明確にすることが望ましい。 

評価対象の設定 

評価対象製品・サービス等は、最終製品である場合や最終製品の一部の機能を担う
部品・素材等の中間財である場合がある。いずれの場合においても評価対象製品・
サービス等の機能又は内容等を明確にしなければならない。 
なお削減貢献量は、評価対象製品・サービス等のライフサイクル全体で効果が測ら
れるものであることから、評価対象製品が部品・素材等の中間財である場合は、そ
れらが組み込まれる最終製品を示すことにより説得的な説明が可能となる。 

本ガイドラインでは、削減貢献量を算定する対象となる製品等を「評価対象製品等」
と定義する。評価対象製品等は、削減効果を発揮する最終製品等である場合や、削
減効果を発揮する最終製品等の一部の機能を担う部品等である場合がある（以下に
例示あり）。本ガイドラインでは、どちらも評価対象製品等として設定できるもの
とする。 

削減効果を発揮する
最終製品等の特定 

  評価対象製品等がそれ自体で削減効果を発揮するものであるか、最終製品等の一部
の機能を担う部品等であるかを明確にしなければならない。特に、評価対象製品等
が削減効果を発揮する最終製品等の一部の機能を担う部品等である場合には、その
最終製品等を特定する必要がある。削減効果を発揮する最終製品等の一部の機能を
担う部品等であって、削減効果を発揮する最終製品等が複数ある場合は、それぞれ
に算定する。ただし、複数ある最終製品の全てについて算定することが困難な場合
には、代表製品を決めて算定できるものとするが、その選定理由を明確に示さなけ
ればならない。 

機能単位の設定 

  削減効果を発揮する最終製品等の機能単位を設定しなければならない。機能単位と
は削減効果を発揮する最終製品等の機能を特定し、その機能をある単位で定量化し
たものである。機能単位には、削減効果を発揮する最終製品等の使用期間ならびに
使用する地域も特定されなければならない。使用期間の設定に当っては、削減効果
を発揮する最終製品等の法定耐用年数、物理的耐用年数、買い替えまでの期間等を
参考にすることが望ましい。 



ベースラインシナリ
オの設定 

ベースラインシナリオは、そのシナリオを採用したことの説得性を持たせるため
に、根拠となる考え方とともに説明しなければならない。 
ベースラインシナリオは、例えば、以下のものを使って示すことができる。 
●市場に存在する他の製品・サービス等 
●法規制等で規定された基準値（例:トップランナー基準） 
●製品・サービス等の業界平均値 

  

ベースラインの設定 

  削減貢献量の算定に当っては、評価対象製品等が存在しない場合を想定し、評価対
象製品等が存在する場合と比較しなければならない。評価対象製品等が存在しなか
った場合に普及したであろう製品等をここでは、比較対象製品等と定義する。評価
対象製品等が、削減効果を発揮する最終製品等である場合は、比較対象製品等をベ
ースラインと定義する。 
評価対象製品が削減効果を発揮する最終製品等の一部の機能を担う部品等である
場合は、比較対象製品等を組み込んだ最終製品等をベースラインと定義する。ベー
スラインは削減効果を発揮する最終製品等と機能単位が同一であることが必要で
ある。その際、ベースラインの設定によっては、比較主張になる場合があるので注
意が必要である。比較主張を公に開示する場合は、ISO14044 (2006) / JIS Q 14044 
(2010)に準拠する必要がある。 
比較対象製品等の設定においては、以下を参照することもできる。 
・市場で最も高いシェアを持つ製品等 
・業界平均を実現する製品等（すでに公的に認められている平均値がもしあれば） 
・自社の直近の旧製品等 
・法又は制度等による基準値を実現する製品等 
・新たな技術が開発される従前の製品等 
なお、ベースラインの設定にあたっては、その根拠を明確に示す必要がある。 

定量化の範囲・内容 

1）対象とする段階について 
2）対象とする温室効果ガスについて 
3）定量化対象となる範囲の明確化について 

  

評価範囲の設定 

  削減貢献量の算定においては、ライフサイクル全体における評価結果を比較するこ
とが必要である。その際、削減効果を発揮する最終製品等の特性に合わせてライフ
サイクルの段階の名称や、段階数を設定してもよい。 
削減貢献量を算定する際には、削減効果を発揮する最終製品等及びベースラインの
ライフサイクルの違いが把握できるように、製品システムに含まれる主なプロセス
を示したライフサイクルフロー図を作成することが望ましい。 



削減貢献量の累積方
法 

評価期間における削減貢献量の累積方法においては、販売期間、使用期間をそろえ
た下記の２通りの代表的な考え方がある。削減貢献量の使用目的に応じて、下記の
いずれの方法を選択してもよいが、どちらを採用したかを明確にすることが望まし
い。 
なお、ある１つの目的において定量化を実施する場合には、原則として累積方法を
統一する。もし、１つの削減貢献量評価文書中に、異なる累積方法に基づく評価結
果が混在する場合には明確にすることが望ましい。 
（１） フローベース：評価対象製品・サービス等のライフタイムでの削減貢献量
に着目する場合 
（２） ストックベース：評価対象製品・サービス等の評価期間の削減貢献量に着
目する場合 

  

削減貢献量の基本的
な定量化手順 

削減貢献量は、以下の計算式により定量化できる。 
（フローベース法とストックベース法に分けて計算式を記載） 

算定手法 
削減貢献量は、以下の 3 項目を乗じることで算定できる。ただし、①の機能単位
当たりの温室効果ガス排出削減量を算定する際には、ISO14040 (2006) / JIS 
Q14040 (2010)及び ISO14044 (2006) / JIS Q 14044 (2010)に準拠して算定しなけ
ればならない。 
① 削減効果を発揮する最終製品等の、機能単位当たりのライフサイクル評価によ
るベースラインと比較した正味の温室効果ガス排出削減量 【3.6 節を参照】 
② 削減効果を発揮する最終製品等の普及量（販売量） 【3.7 節を参照】 
③ 評価対象製品等の寄与率 【3.8 節を参照】 

普及量の把握 

温室効果ガス排出削減は、実際に評価対象製品・サービス等が使用されて初めて効
果を発揮する。そのため、定量化の目的に応じた期間における評価対象製品・サー
ビス等の普及量を把握することが望ましい。なお、普及量のデータ入手が難しい場
合は、生産量もしくは出荷量を用いるなど、他のデータから推計する方法も考えら
れる。 

温室効果ガスの排出削減は、実際に評価対象製品等が使用されて初めて効果を発揮
する。そのため、算定の目的に応じた期間における評価対象製品等の普及量（販売
量）を把握することが必要である。なお、販売量としてのデータ入手が難しい場合
は、生産量もしくは出荷量を用いてもよい。この時、削減効果を発揮する最終製品
等が使用される国や地域等を確認し、算定方法を明確にすることが望ましい。また、
新しく開発した製品による将来の削減貢献量を算定する場合は、将来の販売シナリ
オを普及量（販売量）として用いてもよい。この場合、設定した将来の販売シナリ
オの説明をしなければならない。過去に販売した製品等の削減貢献量を算定する場
合は、今までの販売実績を用いなければならない。 

データ品質及び前提
条件の設定 

削減貢献量の定量化にあたっては、各種データの収集や前提条件を置いたシナリオ
の作成が必要となるが、データの透明性を重視するとともに、データやシナリオの
品質に留意することが望ましい。 
基本的に、評価対象製品・サービス等とベースラインシナリオは、可能な限り前提
条件などをそろえ、同程度の信頼性を有するデータを採用することが望ましい。 

  

データ収集方法及び
データ品質 

  データ入手方法及びデータ品質は、ISO14040 (2006) / JIS Q 14040 (2010)及び
ISO14044 (2006) / JIS Q 14044 (2010)に準拠しなければならない。また、評価対
象製品等及びベースライン（比較対象製品等）の共通部分において、それぞれ異な
る二次データを用いてはならない。 



簡易算定アプローチ 

  削減効果を発揮する最終製品等とベースラインが、同一の段階やプロセスを有して
おり、温室効果ガス排出量に差がないと認められる場合には、それらの算定を省略
してもよい。 
また、同一ではないが、非常に類似したプロセスを有していて、類似プロセス間の
差異がライフサイクル全体での評価に与える影響が無視できるほど小さいと認め
られる場合には、これを省略してもよい。本ガイドラインではこれらを「簡易算定
アプローチ」と称する。 
易算定アプローチを用いた場合、ベースラインとの比較において削減貢献量の割合
を表示する等の手段で宣言をしてはならない。簡易算定アプローチで算定した場
合、ライフサイクル全体での評価ではなく、限られた範囲での比較となり、結果と
して削減割合が大きくなる可能性があるためである。 

寄与率 

  ライフサイクルの排出削減貢献量は、バリューチェーン上の様々なステークホルダ
ーの取組み成果である。そのため、評価対象製品等の寄与率を設定し、削減効果を
発揮する最終製品等の削減貢献量を、評価対象製品等の寄与に応じて配分する必要
がある。配分にあたっては、配分の対象となるステークホルダーを決定する必要が
ある。例えば、製造業者のみに限定した配分や、流通・販売等を含めた全ステーク
ホルダー間での配分等が考えられる。配分には、技術的貢献や生み出した付加価値
を配分の基準として用いることができる。 
また、既存の削減貢献量の算定に関するガイドライン等では、関係者の合意による
寄与率の設定方法や評価者独自による客観的な寄与率の設定方法も認められてい
る。本ガイドラインの Reference にこれら既存のガイドライン等の文書名および
参照先を示す。ただし、削減貢献量の結果をコミュニケーションする際には、寄与
率の設定方法とその根拠を示さなければならない。 
なお、寄与率の設定が困難な場合は、評価対象製品等が削減効果を発揮する最終製
品等においてどのように貢献しているかの定性的な説明を付した削減貢献量とし
てコミュニケーションしなければならない。 

感度分析及び不確実
性分析 

  削減貢献量の算定に当っては、感度分析及び不確実性分析を実施し、結果がどの程
度変わり得るのかを確認することが望ましい。 

  
対象となる温室効果
ガス 

対象となる温室効果ガスは、原則として、2011 年の候変動枠組条約第 17 回締約
国会議（COP17）及び京都議定書第 7 回締約国会合（CMP7）で合意された７つ
の温室効果ガス【二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、
ハイドロフルオロカーボン（HFCs）、パーフルオロカーボン（PFCs）、六フッ化
硫黄（SF6）、三フッ化窒素（NF3）】を対象とする。 

対象となる影響領域は、地球温暖化とし、2011 年の候変動枠組条約第 17 回締約
国会議（COP17）及び京都議定書第 7 回締約国会合（CMP7）で合意された 7 つ
の温室効果ガス【二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、
ハイドロフルオロカーボン（HFCs）、パーフルオロカーボン（PFCs）、六フッ化
硫黄（SF6）、三フッ化窒素（NF3）】を対象とする。ただし、その理由を明確に
示せば、特定の温室効果ガスだけを評価してもよい。温室効果ガスの地球温暖化係
数は、気候変動に関する政府間パネル 
（Intergovernmental Panel on Climate Change）の評価報告書の最新版の係数を
用いることが望ましい。なお、地球温暖化以外の影響領域において、顕著な影響が
見込まれる場合には、その影響について報告書で注記することが望ましい。 



検証   
削減貢献量の定量化に関する削減貢献量評価文書は、検証（内部検証を含む）を実
施することが望ましい。また、削減貢献量評価文書には検証実施の有無、実施した
場合には検証実施者およびその内容を明確にすることが望ましい。 

  

クリティカルレビュ
ーと検証 

  
  作成した報告書はクリティカルレビューもしくは、検証を実施することが望まし

い。ただし、必ずしも第三者による検証に限定しない。 

報告   

ステークホルダーとコミュニケーションする際には、以下の項目を含めて説明しな
ければならない。●定量化の目的●評価対象製品・サービス等の機能・内容等●ベ
ースラインシナリオとその設定根拠●定量化の範囲（対象とする段階、対象とする
温室効果ガス、定量化の対象範囲）●削減貢献量の定量化結果また、以下の項目に
ついては、目的に応じて説明に含めることが望ましい。●報告相手、報告手段●削
減貢献量の累積方法●データや前提条件の品質●検証の実施有無（実施した場合に
は、検証実施者やその内容）●その他特記事項 

削減貢献量の算定結果を関係者等へコミュニケーションする際、目的によってその
方法が異なることが想定される。第三者向けの報告書には、以下の要件を含むこと
が望ましい。算定の目的評価対象製品等の設定削減効果を発揮する最終製品等の特
定機能単位の設定（製品寿命、時間的及び地理的範囲等を含む）ベースラインの設
定（選定の理由を含む）評価範囲の設定簡易算定アプローチ（採用した場合のみ）
データの収集方法データ品質普及量（販売量）の把握（普及期間を含む）寄与率の
設定削減貢献量算定結果解釈クリティカルレビュー 
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